
様式第１号（第３関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　）　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建設業経営力強化支援事業費補助金応募申請書

　　　　年度建設業経営力強化支援事業費補助金（新分野進出及び新技術開発等事業部門）の交付を受けたいので、別紙の関係書類を添えて応募します。

１　事業の種別及び目的

(1)　種別（当てはまるものにレを付してください。）

   □建設業以外の事業への進出や業種転換

 □建設業の事業における新技術・新工法の開発又は導入、新製品の開発

 □建設業の事業における新たな市場の開拓

(2)　目的

２　交付申請額　　　　　　　　　　　　円

３　新分野進出及び新技術開発等事業の着手年度　　　　年度

４　補助金の希望交付期間　　　□単年度　　□２カ年　　□３カ年

５　過去の補助金交付回数　　　　回

　　（内訳）
	年度
	事業内容

	
	

	
	


（備考）　第２第１号のイに該当する建設業者グループにあっては、申請者欄は、協

定を締結している業者の連名とし、代表となる業者を明示してください。
別紙１

申　請　者　概　要　書

	企業名(法人名又は商号)
	

	代表者名
	氏　名
	

	
	住　所
	

	事業所(本社)の所在地等
	所在地
	

	
	電　話
	
	FAX
	

	
	URL
	
	

	設立登記年月日
	年　　月　　日
	決算期
	月

	資本金
	千円
	

	従業員数
	人
	

	現在の主な事業内容
	

	企業の沿革
	


	連絡担当者
	職　名
	

	
	氏　名
	

	
	電　話
	
	E-mail
	

	※添付書類
	共　通
	· 直近３ヵ年の決算書

· 事業に必要な許認可等の取得が確認できるもの又は取得が見込まれることを証するもの

	
	法　人
	· 商業登記簿謄本の写し

· 定款の写し

	
	個　人
	· 住民票


別紙２

建設業経営力強化支援事業計画書

(新分野進出及び新技術開発等事業部門)

１　事業の内容

(1)  当該補助事業を実施する理由

(2)  補助事業の具体的な内容

(3)  補助事業計画の実施日程

【補助金交付年度に係る実施項目】　
	実施項目
	具体的な取組方法
	事業実施期間

	①
	
	

	②
	
	

	③
	
	

	④
	
	

	⑤
	
	


　

　(4) 年度計画（複数年の補助を希望する場合に記載）
【向こう３年間の取組計画】　※表内に取組予定時期を矢印で明示。
	取組内容
	1年目

(補助金交付年度)
	2年目
	3年目

	(四半期)
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ

	①

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度目標
※具体的に記載

	
	
	


(5) 新分野進出及び新技術開発等事業実施後の収益計画及び資金計画　　

２　補助計画に係る収支計画

　(1)　収入

	区　分
	金　　　額
	調　達　先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	補助事業総額
	
	


(2)　支出

	事業

区分
	経費区分
	経費内訳
	補助事業に

要する経費
	補助対象
経費
	補助金
申請額
	備考

	製品・技術・サービス研究開発事業
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	

	販路開拓事業
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	

	人材養成事業
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


　　　※備考欄には補助対象経費積算内訳を明記のこと

※補助対象経費には、消費税控除後の金額を記載のこと

（添付書類）経費の算出根拠を証する書類

様式第２号（第13関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　）　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建設業経営力強化支援事業費補助金応募申請書

　　　　年度建設業経営力強化支援事業費補助金（建設技術等販路開拓支援事業部門）の交付を受けたいので、別紙の関係書類を添えて応募します。

１　事業の目的

２　交付申請額　　　　　　　　　　　　円

（備考）　第２第１号のイに該当する建設業者グループにあっては、申請者欄は、協

定を締結している業者の連名とし、代表となる業者を明示してください。
別紙１

申　請　者　概　要　書

	企業名(法人名又は商号)
	

	代表者名
	氏　名
	

	
	住　所
	

	事業所(本社)の所在地等
	所在地
	

	
	電　話
	
	FAX
	

	
	URL
	
	

	設立登記年月日
	年　　月　　日
	決算期
	月

	資本金
	千円
	

	従業員数
	人
	

	現在の主な事業内容
	

	企業の沿革
	

	連絡担当者
	職　名
	

	
	氏　名
	

	
	電　話
	
	E-mail
	

	※添付書類
	共　通
	· 直近３ヵ年の決算書

· 事業に必要な許認可等の取得が確認できるもの又は取得が見込まれることを証するもの

	
	法　人
	· 商業登記簿謄本の写し

· 定款の写し

	
	個　人
	· 住民票


別紙２

建設業経営力強化支援事業計画書

(建設技術等販路開拓支援事業部門)

１　事業の内容

(1)  当該補助事業を実施する理由

(2)  補助事業の具体的な内容

(3)  販路開拓にあたっての創意工夫
(4)  補助事業計画の実施日程

(5)  補助事業の効果　　

２　県外で販路開拓を行う製品・技術・サービスの内容について

　　(1)　概要

　　(2)　将来性

　　(3)　新規性・独創性

３　補助計画に係る収支計画

　(1)　収入

	区　分
	金　　　額
	調　達　先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	補助事業総額
	
	


(2)　支出

	事業区分
	経費区分
	経費内訳
	補助事業に要する（した）経費
	補助対象経費
	補助金申請額
	備考

	県外での製品・技術・サービスの販路開拓のための事業
	旅費
	
	
	
	
	

	
	販路開拓費
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


　　　※備考欄には補助対象経費積算内訳を明記のこと。

※補助対象経費には、消費税控除後の金額を記載のこと。

（添付書類）経費の算出根拠を証する書類

様式第３号(第４及び第14関係)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

応募者

　　住所

　　氏名　　　　　　　　　　　　　様

岩手県知事　

　　　　　　　　　　　

建設業経営力強化支援事業採択（不採択）通知書

　　年　　月　　で応募いただきました建設業経営力強化支援事業（新分野進出及び新技術開発等事業部門・建設技術等販路開拓支援事業部門）について、採択（不採択）としますので通知します。

　つきましては、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、　　　年　　月　　日までに補助金の交付を申請願います。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　理由（※不採択の場合のみ）

注：不採択の場合は、本文後段は省略すること。
様式第４号（第６、第11及び第16関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県指令　　第　　号  

（　住　　所　）

（　氏　　名　）

　　　年　月　日付け　　第　　　号で申請のあった　　年度建設業経営力強化支援事業（新分野及び新技術開発等事業部門・合併等事業部門・建設技術等販路開拓支援事業部門）に要する経費に対し、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号）第５条の規定により、次の条件を付けて、建設業経営力強化支援事業費補助金　　　　　　　　　　　円を交付します。

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県知事


１　補助金交付の対象となる事業の内容及び経費の配分は、建設業経営力強化支援事業費補助金交付申請書に添付の事業計画書に記載のとおりとする。

２　補助事業者は、岩手県補助金交付規則及び建設業経営力強化支援事業費補助金交付要綱 (平成18年5月26日付け建技第120号)の規定に従わなければならない。

３　補助事業者は、建設業経営力強化支援事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を、事業終了の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。

４　補助事業者は、建設業経営力強化支援事業により、取得し又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、建設業経営力強化支援事業費の交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。

５　規則第15条の規定による決定に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年10.95 パーセントの割合で計算した加算金を県に納付させることがある。

６　補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第 108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該額に地方税法（昭和25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した場合には、次の条件に従わなければならない。

　(1) 補助事業者は、補助金請求（規則第13条の規定による補助金請求をいう。以下同じ。） を行うに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助金から減額して請求しなければならない。

　(2) 補助事業者は、補助金交付を受けた後に消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前記(1) により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式により速やかに知事に報告するとともに県の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。

 ７　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制限期間（原価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以下「省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間をいう。ただし、省令に定めのない財産については、岩手県知事が別に定める期間をいう。以下同じ。）を経過しない場合においては、財産管理台帳（別紙様式第２号）その他関係書類を整備保管しなければならない。

　　また、補助事業者は、処分制限期間を経過するまでの間、財産の保管状況について、毎年度、写真等により県に報告を行わなければならない。

８　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。

９　補助事業者は、前記８の財産（１件当たりの取得価格が50万円未満の機械及び器具を除く。）について、処分制限期間内に岩手県知事の承認を受けずに、補助金の交付の目的以外の目的のために使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

10　岩手県知事は、補助事業者が前記９の承認を得て財産を処分したことにより収入を得たときは、当該収入の全部又は一部を、県に対して納付させることがある。

別記様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　年　　月　　日

　岩手県知事　　　　　様

（　住　　所　）

（　氏　　名　）　　　　　
年度消費税等仕入控除税額報告書

　　　　年　月　日付け岩手県指令　　　　第　　号により交付決定通知のあった建設業経営力強化支援事業費補助金について、下記のとおり報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　補助金額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　
金　　　　　　　　円

２　補助金の確定時における消費税等仕入控除額　　　　　　
金　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入控除額　

金　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円

（注）その他参考となる資料を添付する。

様式第５号（第７及び第17関係）

　年　　月　　日

補助事業者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　様

岩手県知事　

建設業経営力強化支援事業補助金変更通知書

　　年　　月　　岩手県指令建技第　　号で交付を決定しました建設業経営力強化支援事業費補助金（新分野進出及び新技術開発等事業部門・建設技術等販路開拓支援事業部門）交付金額を変更しますので通知します。

記

変更前補助金交付決定金額　　　　　　　　円

変更後補助金交付決定金額　　　　　　　　円

様式第６号（第７及び第17関係）

　年　　月　　日

補助事業者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　様

岩手県知事　

建設業経営力強化支援事業補助金変更承認通知書

　　年　　月　　付で申請のありました建設業経営力強化支援事業費補助金の変更承認について、計画書の変更を承認しますので通知します。

様式第７号（第８関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　

取得財産等処分承認申請書

　　　　年度建設業経営力強化支援事業費補助金(新分野進出及び新技術開発等事業部門)により取得した財産等を、次のとおり処分したいので、岩手県補助金交付規則により承認願います。

記

　１　品目及び取得年月日

　２　取得価格及び時価

　３　処分の方法

　４　処分の理由

（A4）


